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大和都市計画地区計画の変更（御所市決定） 

大和都市計画 室地区 地区計画を次のように変更する。 

名称 室地区地区計画 

位置 御所市大字室の一部 

面積 約１．９ｈａ 

地区計画の目標 

本地区は、本市中心市街地の南約１.７ｋｍに位置し、

南北交通路の主要幹線である国道２４号に面するととも

に、国道３０９号及び整備が進む京奈和自動車道の御所南

インターチェンジに近接している交通の要所であるため、

市域内にとどまらず地域間交流の促進に資するポテンシ

ャルを有している地区である。 

そのため、地区計画の策定により、集客施設が集積した

土地利用への転換により地域の活性化及び市民や地域間

交流の促進を図るとともに、建築物の建築等が無秩序に行

われ不良な環境の市街地が形成されることを防止し、周辺

の居住・農業環境との調和に配慮した健全で良好な環境の

沿道商業地の形成を図る。 
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土地利用の方針 

優れた交通条件を活かし、地域の活性化と市民や地域間

の交流を促進するため、集客施設の立地を誘導し、商業、

エンターテイメント、レクリエーションの各機能を持つ複

合的な土地利用を図るとともに、周辺の居住・農業環境と

の調和が図られ、地域住民の日常生活利便性の向上に資す

る、健全で良好な環境の沿道市街地の形成を図る。 
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建築物等の整備の方針 

地域の活性化と交流の促進を図るにふさわしい集客施

設の立地を計画的に誘導するため建築物の用途の制限を

行うとともに、健全で良好な環境の沿道市街地を形成す   

るため建築物の容積率の最高限度、建蔽率の最高限度、敷

地面積の最低限度、高さの最高限度、形態又は色彩その他

の意匠等について必要な制限を行う。 
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建築物の用途の制

限 

次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはな

らない。 

ただし、第３号、第４号、第５号については、その用途

に供する部分の床面積の合計が３０００平方メートル 

以内のものに限る。 

1. 物品販売業を営む店舗(専ら性的好奇心をそそる写真

その他の物品の販売を行うものを除く。)又は飲食店

でその用途に供する部分の床面積の合計が１５００

平方メートル以内のもの 

2. 自家販売のために食品製造業を営むパン屋、米屋、豆

腐屋、菓子屋その他これらに類するもので作業場の 

床面積の合計が１００平方メートル以内のもの 

3. 公益上必要な建築物で、建築基準法（昭和２５年法律

第２０１号）別表第２（は）項第七号に掲げる用途に

供するもの 

4. 場外勝舟投票券発売所 

5. 前各号の建築物に付属するもの 

建築物の容積率の

最高限度 

２０／１０ 

建築物の建蔽率の

最高限度 

６／１０ 

建築物の敷地面積

の最低限度 

５００㎡ 

壁面の位置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線

までの距離は、次の各号に定めるとおりとする。 

（１）国道２４号との道路境界線から３ｍ以上 

（２）前号を除く敷地境界線から１ｍ以上 

建築物等の高さの

最高限度 

 

建築物の高さの最高限度は１５ｍとする。 
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建築物等の形態又

は色彩その他の意

匠の制限 

１．建築物の形態及び色彩のその他の意匠は、次の各号に

適合するものとする。 

（１）良好な周辺景観との調和に配慮した全体としてバラ

ンスのとれた形態及び意匠とすること。 

（２）建築物の屋根、外壁等の色彩は、原色を避け、良好

な周辺景観と調和した落ち着いた色調とする。 

２．設置することができる屋外広告物は美観風致を害さな

いものとし、次の各号に適合するものとする。 

（１）自己の事業又は営業に関し、自己の事務所、事業所

等に表示するものであること 

（２）色彩は、建築物の屋根、外壁等と調和させ、刺激的

な原色を避け落ち着いた色調又は明るい色調を用いるこ

と 

（３）屋上広告物の高さは、建築物の高さの２分の１以下

とし、かつ、地上から屋上広告物又はこれを掲出する物件

の上端までの高さは１５ｍ以下であること 

（４）広告塔は、設置する直下地盤からその上端までの高

さが１５ｍ以下であること 

垣又はさくの構造

の制限 

道路に面する側に設置する場合は、生け垣又は宅地地盤

面からの高さが２ｍ以下の透視可能なフェンスとする。た

だし、道路境界との間に０．５ｍ以上の植栽帯を設け、そ

の後ろに設置する場合はこの限りでない。 

なお、施設管理上やむをえない場合や行政上の指導によ

る場合はこの限りではない。 

 
土地の利用に関する事

項 

地区内では積極的に緑化を推進し、周辺環境との調和を

保つ。地区内の緑化面積※は敷地面積の３％以上とする。 

※緑化面積とは、奈良県風致地区条例施行規則第５条第１項の規定により算定した植栽面積をいう。 


